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■第１  本計画策定の趣旨等 

 

１  本計画の趣旨 

学校における働き方改革の取組は、全国的に進められてきているが、教職員の業務が長時間 

に及ぶ状況がいまだ課題となっている。県では令和 6年 3月に策定された「群馬県教育ビジョ 

ン」（第 4期群馬県教育振興基本計画）で、「自分とみんなのウェルビーイングが重なり合い、高 

め合う共生社会へ向けて」という最上位目標を掲げ、教職員の働き方向上の観点から、多忙化 

解消、ワーク・ライフ・バランスの向上を含む働き方改革と併せて、教職員の「やりがい」や「意欲」 

の向上、教職の魅力向上のための政策を推進している。 

本町では、第 6次総合計画（令和 4年から令和 13年）において、「豊かな心と自分らしさ 

を育むまち」を最上位目標に掲げ、「未来を担う力を育む人づくり」と「ＤＸに対応した教育の推 

進」を基本計画に位置付けている。特に小中学校教育の充実、特別支援教育の充実、学校教育 

施設の充実、学校給食の充実に力を入れている。 

このような充実した学校教育を行っていくためには、子どもたちを日々支え、導いていくために 

勤務する教職員が心身ともに健康な状態であることが不可欠である。 

国においても、令和 7年 6月に「公立の義務教育諸学校等の給与等に関する特別措置法」 

（以下「給特法」という。）が改正されるとともに、「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理 

その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るため 

に講ずべき措置に関する指針」（以下「国指針」という。）が改正され、令和 7年 9月に告示され 

た。 

これにより、甘楽町立学校の教育職員の服務を監督する甘楽町教育委員会では、法の改正を 

受けて「甘楽町立学校の教育職員の業務量管理・健康確保措置実施計画」（以下「本計画」と 

いう。）を策定し、学校における働き方改革のさらなる取組を進めていくものである。 

 

２  本計画の対象 

本計画は、甘楽町立学校の教育職員（給特法第２条第２項に規定するもの。以下「教員等」と 

いう。）を対象とする。 

なお、それ以外の職員（事務職員、学校栄養職員等）については、36 協定における時間外労

働の限度時間が適用されることに留意した上で、業務量の適切な管理や健康及び福祉の確保

を図るものとする。 

 

３  本計画の期間 

令和８年度から令和１１年度まで（４年間） 
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■第２  本町の状況 

１  在校等時間の定義 

本計画における「在校等時間」 

国指針に示されている「在校等時間」を基本とする。 

具体的には、以下①＋②－③－④の時間とする。 

① 給特法第６条及び県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関す 

る条例(以下「県条例」という。)第７条第２項に規定される業務(以下「超勤４項目」という。)

以外の業務を行う時間も含め、教員等が校内に在校している時間であって、外形的に把握

することができる時間 

② 校外における勤務で、職務として行う研修への参加や、児童生徒の引率等の職務に従事

している時間等、超勤４項目以外の業務に従事する場合も含め、外形的に把握できる時間 

③ 所定の勤務時間外に校内において自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行

う自己研鑽の時間その他業務外の時間及び休憩時間等、勤務時間から除くべき時間とし

て、当該教員等が申告した時間 

④ 上記の他、在校等時間として、合算しないことが適当であると校長が判断した業務に従事

した時間 

 

■在校等時間の記録方法 

・在校等時間の記録については、県教育委員会が定める方法で記録する。 

・校内環境の事情等から、群馬県教育委員会が定める方法で記録ができない教員等がいる 

場合には、適切な方法により記録を行う。 

・当該記録は、公務災害が生じた場合等において重要な記録となることから、各学校において、 

その管理及び保存を適切に行う。 

なお、当該記録については、記録が行われた年度を除き、３年間保存する。 
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２    甘楽町立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則に定める 

時間外在校等時間の上限 

町教育委員会は、県条例に基づき、「甘楽町立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関

する規則」(以下「規則」という。)を制定し、教育職員の時間外在校等時間の上限等に関し、以下

のとおり定め、業務量の適切な管理を行っている。 

【規則の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■留意ポイント 

・時間外在校等時間の上限の範囲の遵守を形式的に行うことが目的化し、真に必要な教育 

活動をおろそかにしたり、実際より短い虚偽の在校等時間を記録に残す、又は残させたりす 

ることがあってはならない。 

・当該上限の範囲を守るためだけに自宅等に持ち帰って業務を行う時間が増加してしまうこ 

とは、本計画のそもそもの趣旨に反するものであり、厳に避ける。 

・仮に業務の持ち帰りが行われている実態がある場合、校長は、その実態把握に努めるととも 

に、教員等が業務の持ち帰りを行わないよう取組を進める。 

・当該上限の範囲の時間まで教員等が在校、勤務することを推奨するものではない。 

  

○甘楽町立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則 

(令和２年甘楽町教育委員会規則第２号) 

【原則】 

時間外在校等時間を次に掲げる時間の上限の範囲内とするため、業務量の適切な管理を行う。 

① １箇月    ４５時間以内 

② １年間 ３６０時間以内 

 

【例外】 

児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又

は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合には、時間外在校等時間を

次に掲げる時間、又は月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理

を行う。 

 

① １箇月 １００時間未満 

② １年間 ７２０時間以内 

③ 複数月の平均月８０時間以内 

④ ４５時間を超える月数６箇月以内 
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３  本町の現状と課題 

本町における教育職員の令和 6 年度の時間外在校等時間の現状と課題は、以下のとおりであ

る。 

（１）時間外在校等時間（月別平均時間） 

月別平均の時間外在校等時間（時間/月） 

年月 小学校 中学校 

令和６年４月 33時間 19分 54時間 51分 

５月 24時間 51分 55時間 45分 

６月 22時間 32分 52時間 21分 

７月 17時間 15分 43時間 16分 

８月   5時間 07分 13時間 43分 

９月 19時間 57分 42時間 14分 

１０月 21時間 02分 49時間 55分 

１１月 19時間 41分 43時間 12分 

１２月 16時間 27分 28時間 59分 

令和７年１月 16時間 28分 36時間 23分 

２月 21時間 22分 38時間 58分 

３月 25時間 44分 34時間 08分 

令和 6年度平均 20時間 19分 41時間 08分 

［毎月実施している時間外在校等時間調査より］ 

（令和 6年 4月～令和 7年 3月）  

◯現状 

月別平均時間外在校等時間の令和 6年度平均は、小学校で 20時間 19分、中学校で 41 

時間 08分であった。これらの数値は、国が掲げる「令和 11年度までに、1 か月の時間外在校

等時間を平均 30時間程度にする」という目標と比較すると、小学校は既に目標を達成している

状況である。 

また、中学校は、部活動や学校行事など時間外勤務の要因が影響し、令和 6年度平均が 30 

時間を超えているが、近年の働き方改革や業務改善施策の効果が現れ始めている。 

小中学校ともに平均 30時間を超える月が複数存在しており、年度の平均で達成していても、

繁忙期の負担は依然として大きい。また、80 時間超えの教育職員も存在しており、業務負担が

偏ったり、個人差が大きかったりする傾向がみられる。 
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（２）年間時間外在校等時間 

 

下の表は、本町の小中学校における教育職員の令和 6年度の年間時間外在校等時間を、年間

360時間を基準として分類した割合を示している。 

 

令和 6年度年間時間外在校等時間３６０時間以内・超えの教育職員の割合(％) 

１年間（個人） 小学校 中学校 

３６０時間以内  ７８.３％  ２９.２％ 

３６０時間超え  ２１.７％  ７０.８％ 

合計 １００.０％ １００.０％ 

［毎月実施している時間外在校等時間調査より］  
 

◯現状 

令和 6年度における教育職員一人当たりの年間時間外在校等時間を分析した結果、360

時間を超える教育職員の割合は小学校で 21.7％、中学校で 70.8％であった。これは、月平均

で約 30時間を超える勤務を意味している。国が掲げる「令和 11年度までに月平均 30時間

程度」という目標を個人レベルで見ると、小学校では約 80％、中学校では約 30％が目標を達

成している。一方、中学校では約 70％が目標を達成できていない現状である。 

この結果から、特に中学校では、部活動や学校行事、校務分掌などの業務が特定の教員に

集中し、長時間勤務を招いている傾向がある。こうした偏在は、健康確保措置の観点からも重大

な課題であり、月 80時間超えに達する月がある教育職員も存在する。過重な勤務は心身の健

康リスクを高めるだけでなく、教育の質にも影響を及ぼす可能性があることが課題である。 
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（３）時間外在校等時間（月別区分別割合） 

令和 6年度 甘楽町内小学校時間外在校等時間（月別区分別の割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［毎月実施している時間外在校等時間調査より］ ※調査対象：教職員 

◯現状 

令和 6年度の小学校における時間外在校等時間の状況を見ると、年間を通じて多くの教職員

が 45時間以内に収まっているものの、年度初めの 4月は時間外在校等時間が多い傾向がある。

この要因としては、学年・クラス運営や行事準備など年度初め特有の業務集中が考えられる。ま

た、学校間の差も大きく、人数の多い小学校では業務量が増え、負担が多い現状がみられる。 

 

令和 6年度 甘楽中学校時間外在校等時間（月別区分別の割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［毎月実施している時間外在校等時間調査より］ ※調査対象：教職員 

2024年

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

４月 39 81.0% 3 6.0% 6 13.0% 48 100.0% 48 32:19

５月 45 94.0% 3 6.0% 48 100.0% 48 24:51

６月 45 94.0% 2 4.0% 1 2.0% 48 100.0% 48 22:32

７月 46 96.0% 2 4.0% 48 100.0% 48 17:15

８月 48 100.0% 48 100.0% 48 5:07

９月 45 94.0% 1 2.0% 2 4.0% 48 100.0% 48 19:57

１０月 45 94.0% 3 6.0% 48 100.0% 48 21:02

１１月 46 96.0% 2 4.0% 48 100.0% 48 19:41

１２月 47 98.0% 1 2.0% 48 100.0% 48 16:27

１月 47 98.0% 1 2.0% 48 100.0% 48 16:28

２月 47 98.0% 1 2.0% 1 2.0% 48 100.0% 48 21:22

３月 42 88.0% 5 10.0% 1 2.0% 48 100.0% 48 25:44

100h超 150h超 計

実人数

【全体グラフ】

80時間以下 80時間超 教

職

員

時間外

勤務

平均

45h以下 45h超 60h超 計 80h超

45h以下 45h超 60h超 80h超 100h超 150h超

2024年

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

４月 9 37.5% 3 12.5% 10 41.7% 22 91.7% 2 8.3% 2 8.3% 24 54:51

５月 7 29.2% 5 20.8% 11 45.8% 23 95.8% 1 4.2% 1 4.2% 24 55:45

６月 10 41.7% 3 12.5% 9 37.5% 22 91.7% 2 8.3% 2 8.3% 24 52:21

７月 14 58.3% 4 16.7% 6 25.0% 24 100.0% 24 43:16

８月 24 100.0% 24 100.0% 24 13:43

９月 15 65.2% 3 13.0% 5 21.7% 23 100.0% 23 42:14

１０月 10 43.5% 4 17.4% 7 30.4% 21 91.3% 2 8.7% 2 8.7% 23 49:55

１１月 12 50.0% 6 25.0% 6 25.0% 24 100.0% 24 43:12

１２月 20 83.3% 4 16.7% 24 100.0% 24 28:59

１月 15 62.5% 6 25.0% 3 12.5% 24 100.0% 24 36:23

２月 17 70.8% 3 12.5% 4 16.7% 24 100.0% 24 38:58

３月 18 75.0% 3 12.5% 2 8.3% 23 95.8% 1 4.2% 1 4.2% 24 34:08

6 25.0%実人数

【全体グラフ】

45h超45h以下

80時間超

150h超100h超80h超60h超 計計

80時間以下 時間外
勤務
平均

教
職
員
数

45h以下 45h超 60h超 80h超 100h超 150h超
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◯現状 

甘楽中学校では、令和６年度４月～１１月にかけて、約半数の教育職員が時間外在校等時間

45時間以上の時間外勤務をしている状況が見られる。特に4～６月の期間には、時間外在校等時

間が月 60 時間を超える傾向があり、その中には月 80 時間超えに達する教育職員も存在するな

ど一部の職員に負担が集中していたり、時間をコントロールしながら業務をこなせていなかったり

する教育職員がいることも見て取れる。 

一方、８月は夏季休業期間の影響により、全職員が 45時間以内となっている。 

 

 

（４）時間外在校等時間の推移 

小中学校における時間外在校等時間４５時間超え・８０時間超えの教職員の割合の経年変化(％) 

年 月 

 

 

45時間超え 80時間超え 

小学校 中学校 小学校 中学校 

令和４年 10月  27.3％  64.0%  0.0% 8.0% 

５年 10月 17.3％ 52.0%  0.0% 4.0% 

６年 10月 5.3％ 17.4%  0.0% 8.7% 

７年 10月 8.7％ 39.1%  0.0% 4.3% 

※調査対象：教職員［毎月実施している時間外在校等時間調査より］

 

◯現状 

令和４年から令和７年にかけて、小中学校の時間外在校等時間における 80時間超えの割合は

減少している。具体的には、小学校の80時間超え対象者はなく、中学校の80時間超えは4～8％

となっている。年々、業務削減や ICT 活用等、各学校における働き方改革への意識の高まりと取組

の努力がみられるが、10月は学校行事や部活動関係など比較的業務が多忙の時期であり、客観

的にとらえているとは言い難い部分もある。 

また、教職員の人数そのものが少ないことから、45時間超えの割合については年度により変動

幅が大きく表れている。このことからも小中学校の教職員においては、校務分掌の平準化、書類作

成の負担軽減とともに働きがいやワーク・ライフ・バランスを高めることが課題と捉える。
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■第３ 本計画の目標 

１  時間外在校等時間に関する目標 

現状を踏まえ、次のとおり目標を定める。 

・１箇月時間外在校等時間が８０時間超えの割合 

令和１１年度まで継続して ０％ 

・１年間における１箇月時間外在校等時間の平均時間 

３０時間（程度）を下回るようにする 

 

２  ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標 

ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関するデータは、これまで収集していないため、数値

等で比較することができていないが、群馬県教育委員会の方針に合わせ、今後データを集

約していく。 

・「ワーク・ライフ・バランスがとれている」と回答する教職員の割合 

令和１１年度までに ８０％以上 

・「働きがいを感じている」と回答する教職員の割合 

令和１１年度までに ８０％以上 

・「児童・生徒と向き合う時間が確保できている」と回答する教職員の割合 

令和１１年度までに ８０％以上 

 

 

 

■第４  実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

本町では、給特法改正の趣旨を踏まえ、学校現場における業務の見直しと働き方改革を一層

推進するため、業務量管理・健康確保措置を具体化する。本計画では、業務の３分類に基づく整

理を行い、ICT活用や外部人材との連携など、効率化と負担軽減を両立する取組を以下に示

す。これにより、教職員が本来の教育活動に専念できる環境を整備し、児童生徒へのより良い教

育を目指す。 

 

１  教育職員の業務量管理に関する取組 

本計画では、国が示す「学校と教師の業務の３分類」を踏まえ、教育職員の業務の整理・見直

しを行うとともに、業務の効率化及び負担軽減を推進する取組を以下に示す。これらの取組を通

じて、本町の教育職員が本来担うべき教育活動に専念できる環境を整備し、児童生徒へのより質

の高い教育の実現を目指す。 

 



10  

 

学校と教師の業務の３分類 

学校以外が担うべき業務 教師以外が積極的に参画す

べき業務 

教師の業務だが負担軽減を

促進すべき業務 

①通学路の見守り活動等 

②学校徴収金の管理 

③過剰な苦情・不当要求への

対応 

 

④調査・統計等への回答 

⑤ICT機器・ネットワーク設備

の日常的な保守・管理 

⑥部活動の運営 

 

⑦授業準備 

⑧学習評価・成績処理 

⑨学校行事の準備・運営 

⑩支援が必要な児童生徒・

家庭への対応 

 

 

（1）「学校と教師の業務の３分類」を踏まえた業務の見直し 

◆通学路の見守り活動（「３分類」①関係） 

・通学路の安全確保については、地域や関係団体と連携を図りながら、見守り活動を継続的に

実施する。 

◆学校徴収金の管理（「３分類」②関係） 

・町立学校における学校徴収金(教材費等)の管理については、金融機関による口座振替を活 

用することを推進し、教員が現金を直接取り扱う機会を減らす。 

◆過剰な苦情・不当要求への対応（「３分類」③関係） 

・過剰な苦情や不当な要求への対応については、スクールロイヤーなど専門的知見を有する専 

門家と連携し、事案に応じた助言や支援を受けながら対応を行う。 

・学校側は、教育的配慮の範囲内で適切に対応する。また、特定の教職員が一人で課題を抱 

え込まないよう、組織的な体制を整備する。 

 

（2）教師以外が積極的に参画すべき業務 

◆調査・統計等への回答（「３分類」④関係） 

・教育職員の専門性に深く関わるものを除き、事務職員の協力を得ながら回答を行う。 

・校内の情報・データを整理し、デジタルツール等の活用により、調査・統計等への負担軽減を 

図る。 

◆ICT機器・ネットワーク設備の保守・管理（「３分類」⑤関係） 

・ICT機器や校内ネットワーク設備の保守・管理については、委託業者を中心に整備し、教職 

員の業務負担軽減と安定的な運用を進める。 

◆部活動の運営（「３分類」⑥関係） 

・部活動ガイドラインに基づき、活動時間や休養日の基準を遵守する。 

・部活動の技術指導においては、部活動指導員の配置や地域展開・連携を推進することによ

り、教員の負担軽減を図る。 

・部活動指導員に対し、研修等を通じて、部活動の適正化やガイドラインの浸透を図る。 
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（3）教師の業務だが、負担軽減を促進すべき業務 

  ◆授業準備（「３分類」⑦関係） 

・デジタル教材や ICTツールの活用を促進し、準備作業の効率化と教育の質の向上を両立さ

せるために定期的に見直しをする。 

◆学習評価・成績処理（「３分類」⑧関係） 

・デジタル技術の活用により評価業務の効率化と正確性を推進する。また入試関連業務につ 

いても ICTの導入を通じて教職員の負担軽減と円滑な運営体制を図る。 

◆学校行事の準備・運営（「３分類」⑨関係） 

・修学旅行等の学校行事に関する調整や準備業務については、事務職員や支援員等との協働 

体制を構築し、教員の業務負担軽減を図る。 

◆支援が必要な児童・生徒・家庭への対応（「３分類」⑩関係） 

・必要に応じてスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの専門スタッフ、警察や 

児童相談所などの行政機関等を活用する。 

・ユニパス（不登校）対応においては、町教育委員会や県教育委員会と連携し、対応する。また 

「つなぐんオンラインサポート（つなサポ）」との連携を図り、オンラインによる学習支援・相談 

支援の活用を推進する。 

 

（4）上記３分類以外の措置の推進 

本町においては、教職員の業務負担軽減と校務の効率化を図るため、学校現場における 

以下の具体的な措置を推進する。 

◆校務支援システム等の活用 

・校務支援システム等を活用し、ペーパーレスによる情報の共有や管理を推進し、印刷・配布 

の手間を削減する。 

・文書のデジタル化を促進し、文書管理の効率化と必要な文書へのアクセス性の向上を図る。 

◆学校行事・研修の精選・オンライン化 

・学校行事や研修については、目的や効果を精査し、学校行事の教育的な効果も確認しつつ 

教職員の業務負担軽減を図る。 

・研修については、オンライン研修を推進し、移動時間を削減する。 

・各校においては、年間計画の段階で会議・研修の必要性を検討し、効率的かつ効果的な運 

営を目指す。 
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２  教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組 

教育職員の心身の健康を守ることは、教育の質の向上に直結する重要な課題であり、本町に

おいても喫緊の対応が求められている。本町では、教職員の心身の健康の保持増進及び働き方

改革の一環として、以下の取組を計画的かつ継続的に推進し、健康と福祉の両面から支援体制

の充実を図る。 

 

◆働きやすい職場づくり 

・教職員の同僚性が高く、働きやすい職場環境の整備を進める。 

・ハラスメント防止に向けて風通しのよい学校づくりを進める。 

◆有給休暇の取得促進 

・教職員が計画的かつ連続的に年次有給休暇を取得できるよう、環境整備を進める。 

・定時退勤日や閉校期間の設定を推進し、学校全体で休暇取得を促進する文化の醸成を図る。 

◆メンタルヘルス研修の実施と相談窓口の利用促進 

・心の健康の保持増進とメンタルヘルス不調の予防を図るため、階層別メンタルヘルス研修、セ

ルフケア研修等を継続して実施する。また、精神科医による相談や公立学校共済組合の協力

による各種相談事業を教育職員が気軽に安心して利用できるよう、さらなる周知を図る。 

◆ストレスチェックの実施と結果の活用 

・全校で年１回以上のストレスチェックを１００％実施し、職員自身によるストレス状態の把握を 

支援するとともに、メンタルヘルスケアに関する情報提供やメンタルヘルス研修を通じて、メン

タルヘルス不調のリスク低減を図る。また、集団分析結果を活用した管理監督者向け研修及

び個別相談、良好事例集の作成・配布などにより、職場環境の改善を図る。 

◆医師面接指導の実施 

・月８０時間を超える時間外在校等時間が発生した場合には、校長が対象教職員を速やかに

把握し、該当職員に長時間労働による健康障害リスクを十分に説明し、面接を実施する。その

上で、労働安全衛生法に基づき、医師による面接指導を実施する。また、面接後のフォローア

ップ体制として、医師やスクールカウンセラーとの連携を強化し、必要に応じて勤務軽減措置

を講じる。 
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■第５  実効性の確保 

本計画は、学校における働き方改革、多忙化解消に向けた総合的な方策の一環として策定

するものであり、多忙化解消に向けた他の方策と併せて取り組まれるべきものであることを十

分に認識する。また、本計画の実効性を確保するため、町教育委員会及び校長、各教職員は、

以下の取組を進める。 

 

１  町教育委員会における取組 

・町教育委員会は、学校の管理運営について責任を有し、教員等の勤務時間管理及び健康 

管理についても責任を負う立場にあることから、各学校における在校等時間の記録状況を

把握、分析するとともに、長時間労働という働き方の改善に向けて、校長と連携しながら、取

組を推進する。 

・教職員の在校等時間の状況を把握し、業務量管理を推進する。また、町教育委員会におい 

て、計画の進捗状況を定期的に報告し、関係機関との連携を強化する。 

・在校等時間記録、ストレスチェック、業務状況調査など複数のツールを活用し、目標達成状 

況を定量的（勤務時間、業務量）および定性的（職場環境、教職員の意識）に把握する。こ

れらのデータは、校内研修や管理職会議等で共有し、改善の PDCAサイクルを確立する。 

 

２  町立学校における取組 

・各学校は、休憩時間や休日の確保等、労働法制を遵守する。 

・各校長は、本計画や学校における働き方改革の意義及び目的が校内において十分共有さ 

れるようにするとともに、各教職員の勤務状況等を把握した上で、勤務時間の長時間化を

防ぐための業務の役割分担や適正化、必要な環境整備等の取組を継続的に進める。 

・各校長は、教員等が前日の退勤時刻から翌日の出勤時刻までに一定時間を確保できてい 

るか、日常的に教員等の在校等時間を把握するよう努める。 

・特に、規則で定める時間外在校等時間の上限の範囲を超えた教員等がいる場合には、業 

務や環境整備等の状況について事後的に検証を行い、以降当該上限の範囲を超えること

のないよう、速やかに必要な措置を講じる。 

・教員等は、学校における働き方改革の趣旨や目指すべき方向性を共有するとともに、在校

等時間記録から、自らの働き方を振り返り、業務改善や効率化を意識しながら、業務を遂

行する。 

 

３  保護者・地域・関係団体との連携 

・町教育委員会及び各学校は、学校における働き方改革や、本計画の趣旨等について、保護

者や地域住民等に対して広く周知し、理解を得るよう努める。 
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